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現代資本主義の経済構造の変化ー一寡占構造の形成と政府の経済過程への介入ーーは，
最気循環にどのような影響をおよぽすのか？ 著者 H.J.シャーマン（カリフォルニア大
学教授）の前著 (MacrodynamicEconomics; Growth, Employment and Prices, 1964) 
はこのような問題意識のうえに立っていた。
本書ではシャーマンは，少数の大規模企業の出現と高集中度をもつ寡占的産業部門の形
成とにおいて，民間経済部門の構造変化を把握し，規模と集中度とに対する利澗率の関係
の実証研究をつうじて，そのような変化が景気循環におよほす影響を検討している。すな
わち，本書の副題においても示されているように，著者が課題としているのは，高度な経
済集中（シャーマンは，それを企業の絶対的規模と産業集中度とによって測定しうる，と
考える）が「経済の安定化を助けるのか， それとも経済を不安定ならしめるのか」 (p.
vii), という設問に対して一定の解答を引き出すことである。
本書は大きく 2つの部分に分かれており，前半は規模および集中度と利潤率の長期平均
との関係についての分析を行なっている。他方，後半部分は，規模および集中度の相違に
ともない，利潤率の循環的変動にみられるタイミングの一致性（景気循環との）とその振
幅とがどの程度異なったものになるか，という点にかんして動態的分析を加えている。
本書の構成は次のようになっている。
Part I Corporate Size,_ Concentration, and Long-Run Corporate Performance 
1. Profit Rate and Corporate Size: Previous Studies, Data and Me-
thodology 
2. Profit Rate and Corporate Size: Results 
3. Profit Rate and Industrial Concentration 
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4. Profit-Rate Variation within Size Classes 
5. Explanations and Implications of Long-Run Profit-Rate Phenomena 
Part Il Corporate Size, Concentration, and Cyclial Corporate Performance 
6. Cyclical Timing of Profit Rates 
7. Cyclical Amplit11de of Profit Rates 
8. Explanations of Cyclical Profit-Margin Behavior 
9. Inves血ent,Concentration, and the Business Cycle 
10. Summary and Inferences from Factual Data 
lL・A Model of the Business Cycle under Conditions of Oligopoly 
まず本書の前半部分について，その内容を紹介する。企業規模の相違が各企業の利潤率
にどのように反映するか，もしくは産業集中度の相違によって各産業の利潤率がどのよう
に異ったものになるか；といった問題についての静態的な実証分析は，アメリカでは産業
組織論的なアプローチを中心に，すでに多くの業績をみることができる。シャーマンは，
企業規模と産業集中に対する利潤率の関係についてのこのような従来の研究を批判的に検
討した上で，自らも独自の実証研究を行ない，算出された諸結果についてその原因を究明
している。
第1章では，本書における実証研究にとって必要な予備的考察ー一概念の検討，統計デ
ターの選択の問題，デ.....:.タ処理上の問題など一ー が行なわれる。まず著者は，従来の研究
についてその方法と結果を紹介し，それらを批判的に検討しているが，そこではデータの
選択とその処理にかんする主要問題として，選択年次の期間，欠損会社の除外（あるいは
大企業へのサンプルの偏り）， および超過役員報酬の処理の3点をあげている。
さらにシャーマンは，利澗率を計算する場合に分子と分母に何をおくのか，という問題
に論及している。すなわち，分子になる利潤をどのように定義するのか，また分母には産
出高，売上高，持分 (equity), 資産のいずれを適用すればよいのか， といった問題であ
るが，これに対し彼は，それは「研究上の目的によって異なる」 (p.21, p. 24)と答えて
いる。そして，本書では追加投資に対する期待収益の検討が課題であることを理由とし
て，持分に対する利潤率が適当とされる。ただし，第2部における4半期デークを用いて
の景気循環成果の分析に際しては売上高に対する利潤マージンが用いられる。
また，データの選択については，本書で用いられている I.R. s. データの性格が問題に
なる。この点については， I.R. s. データは，それが長期にわたる法人会社のすぺてをカ
バーしている (1951年以降はサンプル抽出によるデータが公表されるようになったけれど
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も）ことから，長期の観察においては最良データであると言う。しかしながらそれは他方
では年間データであるという制約があり，そのため第2部での循環的分析には4半期デー
タである F.T. C. データの使用がヨリ適切である，とされる。したがって，長期平均お
よび年間のデータは I.R. s. データにより全法人会社と製造業法人会社の両方について，
4半期デークは F.T. C. デークにより製造業会社についてのみ分析される。
第2章以下では，著者は長期平均利潤率と法人会社の規模および産業集中度との相関関
係を調べ，ついで同一規模階級内部での利潤率のバリエイションについて検討する。なお
その場合， 利潤率は持分に対する税引前利潤の割合として， また長期平均は 1931年から
1961年までの全年次の平均として算出される。さらにつけ加えるなら，規模階級の区分は
資産規模によってなされる。
第2章は，法人会社の規模と利潤率との相関関係を検討する。まず全年次の平均では，
利潤率は規模が大きくなるにつれて急速に上昇するが，最大規模階級では上昇は緩慢にな
るか，全く上昇しなくなる。シャーマンによれば，この関係は平時においてヨリ明確であ
り．，また1958~61年においては利潤率と資産規模との完全な順位相関(rankcorrelation) 
を見出しうることが注目される。
なおこの章では，利潤を税引前で測定すぺきか，税引後で測定すべきか，、．減価償却・減
耗償却をすべて費用とみなしてよいか，資本利得のすべてを利潤に入れてよいか，超過役
員報酬をどう扱うか，連結会社の利潤率をどのように計算するか，といった問題も検討さ
れている。しかし著者は，それらについての修正が加えられたとしても，規模と利潤率と
の相関に大きな変化はないとして，修正を排している。
第3章では利潤率と産業集中度との相関関係が吟味されるが，それに先立って，著者は
絶対規模と産業集中のそれぞれが利潤率に影響をおよぽすプロセスの相違について述べて
いる。それによれば，絶対規模は「主に，大規模生産の効率性をつうじて利洞率に影響を
およぽす」のに対し，産業集中は「ある程度まで，市場力を反映」し， 「その産業がもつ
独占的市場力の程度にしたがって利潤率に影響をおよぽす」 (p.71), という。もちろん後
．者については，独占力をもたらす要因としては産業集中のみでなく，他の要因（生産物差
別化など）の存在をも認めているが，彼によれば，集中はおそらく独占力の最重要な決定
要因であろうし，かつ利用しうる統計データが最も豊富なのであって，そのことから独占
カの程度は，集中と利潤率との関係によって代表されうると考えられる。
さて，産業集中と利潤率との相関関係は，本書では， 1954年と1958年の20の産業グルー
プにかんするデータについて，順位相関係数とパラメトリック・テストとの両面において
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吟味される (54年は上位4企業と8企業の集中度， 58年は8企業の集中度が用いられる）。
その結果は，利潤率と集中度とのあいだに有意な正の相関があるが，なかんずく特定の集
中水準の上下で利潤率に顕著な有意差がある，ということである。しかしながら直線を当
てはめる方法での検定はそれほどの有意性を示しておらず，，集中産業お-よび非集中産業の
それぞれの内部では，規模が大きくなるにつれての利潤率の上昇は，あまり急でもない
し，また持続的でもない，ということになる。
シャーマンは，この章ではさらに，耐久財産業グループと非耐久財産業グループのそれ
ぞれでの産業集中と利潤率との相関関係，産業集中と利潤率との相関関係におよぽす絶対
規模の影響（ベインのいう，資産規模の大きい企業のみが高集中産業でヨリ高い利潤を示
す，とい吋問題）， および規模および集中と超過利潤率との相関関係が検討される。 この
うち超過利潤率については，集中度50彩以上の産業と50彩以下の産業とでは超過利洞率に
有意差があるのみならず，前者の超過利澗率は0と有意差があるのに，後者のそれは0と
有意差がない（すなわち，長期価格は平均フルコストに等しい）， ということが指摘され
ている。
第4章は，規模以外の要因（集中水準，参入障壁の高さ，生産物差別化の程度，および
経営・技術・経験の利益と不利益）が利潤率に何らかの効果をおよぽすことを前提とし，
各規模階級内での利潤率のバリエイションの程度を1955年について調べている。この実証
によれば，バリエイションは，絶対値と相対値（バリエイションの係数）のいずれにおい
ても，法人会社の規模が増大するにつれて減少するが，著者はこの理由として，単位当り
費用のバリエイションが規模の増大につれて減少すること，および小企業が相対的に不安
定・不確実であることをあげている。．
次に第5章では，利洞率と規模とが有意な相関関係をもつという現象を説明しようとの
試みが次の5点にわたってなされる。まず第1に，規模の増大につれて単位当り費用が極
小点まで低下するが．この極小点をこえると効率に大きな変化がない，という効率の効果
があげられる。シャーマンによれば，このことは，平均利潤率が中位規模会社では小規模
会社よりも高いが中位規模会社と大規模会社とには長期平均利潤率に有意差がないのはな．
ぜか，ということをある程度説明するものであると考えられるq第2に，利子率と金融構
造の差を指摘しうるが，それは，小企業の方が資本のうち借入資本のしめる割合が大き
く，かつ小企業が支払う利子率の方がヨリ高い．ということによって示される。第3に寡
占力の差がある。すなわち．絶対規模と集中とには有意な相関があり，・また高集中は独占
的超過利潤の一因となりうる。著者はさらに．軍需受注額の差，および海外収益の差を指
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摘している。
第2部では，企業規模と産業集中が利潤率循環のタイミングと振幅にどのような影響を
与えるか，についての分析が年間データと 4半期データの両方において行なわれる。その
際4半期データについては，シャーマンは利潤率のかわりに売上高に対する利潤マージン
を用いている（彼によれば，企業家は短期の意思決定を利潤マージンにもとづいて行なう
ため）ことが注目される。まず第6章は，景気循環の転換点に対する利潤率循環の先行な
いし遅行が規模もしくは集中度の大小によって惹き起こされると考えうるか否か，という
問題を扱っているが，その際の分析は各利潤率系列における循環のタイミングと基準循環
(reference cycle)のタイミングとの比較によって行なわれる。しかるに，規模とタイミ
ングの関係にかんする結果は，年間データでは規模の大きさと先行の短かさとが有意な相
関を示す，ということであり，また， 4半期データでは統計的な有意性は確認しえないけ
れども年間データと同様の傾向を示す，ということである。一方，産業集中度との関係で
は4半期データについてのみ分析されており，順位相関およびパラメトリック・テストの
いずれについても集中度と先行性との統計的に有意な負の相関が認められている。
つづく第1章は，循環の振幅の大きさについて述べているが，まず年間データによる規
模との関係の分析は， 1931年から1961年にわたる全期間の利欄率の標準偏差および相対的
変動係数の算出によってなされる。これによると，利潤率の相対的変動係数と会社規模と
の間には完全な負の順位相関が示される（さらに，付表によれば，各規模階級の利潤率の
変動が循環的傾向に対応している）。また， 同じ結果に導くもう一つの検証として， シャ
ーマンは，年次ごとの相関係数（利潤率と法人会社規模との）を算出し，景気循環に伴う
その変動を分析している。
4半期データにおける利潤率循環の振幅は，規模および産業集中度の両方との関係で分
析されるが，このばあいには著者は，特殊循環に対応する循環的振幅（ミッチェルとバー
ンズの定義による）を用いている。しかるに，この結果もまた，規模の大きさもしくは集
中度と循環的振幅との間にはかなりの負の相関がある，ということになる。
第8章は，利潤マージンがなぜ上述のような循環的ビヘイビア（循環的タイミングと循
環的振幅）をとるかについて説明している。すなわち，前者については，経済集中の変
化，寡占価格の形成，費用条件の変化，多角化の相違，および利子率と金融構造の相違，
後者については，拡大産業への小企業の大量の流入，金融構造の相違，寡占価格，小企業
の柔軟性，多角化の相違，および構成産業の相違，といった要因があげられ，それらの要
因が利潤マージンのかかるビヘイビアに導くプロセスが説明される。
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これにつづく第9章は，循環的な投ー資ピヘイビアが規模と集中とによってどのような影
響を受けるのか，という問題を設定しているが，その場合両者を媒介するものとして上記
の利潤マージンのビヘイビアが考えられている。なおこの分析においては，規模との関係
についてはマイアーとクーの研究を踏襲しているが，他方産業集中との関係では次のよう
になる。すなわちシャーマンは，循環のクイミングについては，利潤マージン，新資本充
当，および新しいプラント設備に対する現実の投資支出のそれぞれについてパラメトリッ
ク・テストを行ない，「おそらく，利潤マージン同様，投資決定についても，循環的先行
・は，非集中産業においてヨリ大きくなるだろう」 (p.,196)と推論している。これに対し，
循環の振幅については，彼は，利潤マージン，および新しいプラントと設備に対する投資
支出についての2系列の特殊循環振幅を導出し，両系列の順位相関の検定を行ない，その
有意性を確認している（拡張と収縮の両期にかんして）。言いかえれば，利潤マージンが
最高の循環的振幅をもつ産業では投資支出もまた最高の循環的振幅をもつ。
第10章は，以上の諸章を要約したうえで，上述の諸データが最気循環論に対してもつイ
ンプリケイションを論じている。著者はここで，産業の寡占的構造が経済の不安定性を増
し，景気変動を強めたかどうか，ということを決定することは， 2つの理由（比較可能な
古いデータが不足しており，また寡占が循環的不安定性におよぽす純効果が政府の経済へ
の干渉によってあいまいになっている， という理由）によって困難であると考えながら
も，最近の景気循環の若干の特徴は経済における寡占の支配と明らかに関係があるとし，
利潤ビヘイビアの相違が循環バターンにおよぼす効果を次のように例示している。すなわ
ち，好況→競争的小企業の利潤マージンの下落→小企業の投資支出の減少→大企業への波
及→小企業の利潤マージンと投資支出の非常な下落・減退。
最後の第1章で導き出される「寡占条件下の景気循環モデル」は，サムエルソンーハン
センモデルを基礎とし，寡占部門と競争部門への抽象的な部門分割からくる 2つの帰結
（①競争部門の利潤率が寡占部門よりもヨリ大きく景気循環に先行する②競争部門の利潤
率は寡占部門よりもずっと大きな循環的変動をなす）をそれに折り込むことによって形成
される。シャーマンはさらに，寡占的循環モデルに加えられるべき修正要因を，消費関
数投資関数，価格と費用のビヘイビア，部門分割（彼は消費財部門と投資財部門がそれ
ぞれ競争部門と寡占部門に対応すると仮定することが循環的ヒ｀ヘイビアの説明においては
有効であると考える），および政府の干渉の各点について考察している。
著者は以上の分析を総括するにあたって，独占度が循環的ピヘイビアに影響をおよぽす
という命題は立証しえたとしつつも，'20世紀における独占度の上昇が経済全体の不安定性
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の増大に導いたかどうかについては決定が困難であるとし， 次のように述ぺる。「この研
究は経済の寡占部門が利潤と投資の双方において平均よりもヨリ安定的であり，競争部門
が利潤と投資の双方において平均ほどには安定的でない，ということを証明したにすぎな
い」 (p.226) (他方，彼は，全くの推論であると前置きしたうえで，「独占度の上昇は全経
済の不安定性を増大させる」 (p.226)との推断をも下している）。
以上みたところから分るように本書の第一の特徴は，利潤率と投資の循環的ビヘイピア
についての実証分析を媒介として，従来から産業組織論を中心に精力的にすすめられてき
た静態的な実証分析を動態的な景気循環論に接合しようとする試みにある。これを試みる
彼の手順は，端的に要約すると，＜市場構造としての集中度と市場成果としての利潤率と
の関係の測定~利潤率と投資の循環的ビヘイビアについての実証研究→独占度の増大が最
気循環におよぼす影響の分析＞といったものであるといえよう。
それとともに，本書の分析は，産業組織論的分析にも多くの示唆を与えるものである。
相関係数の導出とその有意性の検定という統計的手法がふんだんに用いられていることは
ともかく，従来の研究の批判的検討（たとえば，資産規模と利潤率との相関を否定する
J.S. ベインの見解や超過役員報酬についての J.J. ステイグラーのデータ処理に対する批
判）をつうじて，サンプル抽出の問題，データ処理の当該問題における適合性の問題など
が指摘されている。このことは，本書の研究が実態をヨリ正確に把握し，かつ理論的有効
性をヨリ強くもつことを可能にしている。
なお，巻末には本書に用いられたデータについての補足説明が9ページにわたって付記
されている。 ーー安喜博彦―
セイモア・シャヒ゜ロー著
『産業革命期における資本と綿工業』
Capital and ,the Cotton Industry in the Industrial Revolution, by Seymour 
.Shapiro, New York: Cornell University Press, 1967. pp. xiii+293. 
ー
最近の近代イギリス経済史研究の傾向は，いわゆる成長理論経済史学において特に顕著
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